
参考様式１

　　　農山漁村振興交付金（農山漁村活性化整備対策）事業実施計画

＜連絡先＞
ＦＡＸ番号 メールアドレス

【記入要領】

計画主体名 ・市町村名にはふりがなをふること。

・共同で作成する場合は、すべての計画主体を掲げるとともに、代表となる計画主体には（代表）と記載すること。

計画期間 ・計画期間は活性化計画の計画期間を記入すること。

連絡先 ・共同計画の場合は行を追加し、すべての計画主体の連絡先を記入すること。

メールアドレス ・当該交付金に係る連絡に利用できるメールアドレスを記入すること。

産業振興課 0770-72-7705 0770-72-4000 machi2@town.takahama.fukui.jp

計　画　主　体　名 計　画　期　間

たかはまちょう

高浜町 平成30年度～34年度

担当課 電話番号



Ⅰ　事業活用活性化計画目標

Ⅱ　評価指標

第１評価指標の設定根拠

地域産物の販売額の増加 105,000千円
　高浜地区における水産物販売額
　現況*1:：314,663千円　→　計画*2：419,550千円
419,550 - 314,663   104,887千円   105,000千円

　6次産業施設の整備により、高浜漁港で水揚げされた水産物を当該施設にて直売することにより、水産物販売量および販売額が増加するものとして試算。

事業活用活性化計画目標 事業活用活性化計画目標の設定根拠

地域産物の販売量の増加

　6次産業施設で取り扱う品目が水産物（水産加工品）であるため、水産物における増加率を算定する。
　6次産業施設の整備により、高浜漁港で水揚げされた水産物を当該施設にて直売することにより、水産物販売量
が増加するものとして試算。

第１評価指標（必須） 　　　　　　　　　　　　　具体的数値目標の算出方法
具体的数値目標

現在の漁獲量（H25）
定置網漁 ：477.275ｔ
刺し網、延縄等 ：144.753ｔ
採貝藻 ：9.085t
計 ：631.1ｔ

出典：福井県高浜漁港再整備 基本計画、H28.7

出典：福井県高浜漁港再整備基本計画、H28.7

現在販売量及び計画販売量（年度別数量） 単位：ｔ

品目 H26 H27 H28 H26～28 H32 H33 H34 H32～34

定置網漁 143.12 143.12 143.12 429.37 190.83 190.83 190.83 572.49

刺し網・延縄 43.51 43.51 43.51 130.52 58.01 58.01 58.01 174.03

採貝藻 2.70 2.70 2.70 8.10 3.60 3.60 3.60 10.80

計 189.33 189.33 189.33 567.99 252.44 252.44 252.44 757.32

地区内流通の割合

既存施設*2 ６次産業施設*3

H26～28*1 631.1 189.3 0.0 30% -

H32～34 631.1 252.4 63.1 40% 133%

*1：漁獲量の現況データは、直近のデータ（H25）を使用

　　資料：若狭高浜漁協経営分析報告書、H29.9

*3：6次産業施設オープン3年後における6次産業施設での取扱目標（金額）40,000千円

*2：H24出荷仲買及び地元小売業者の買受金額合計（約3.5億円）のうち、約1億円（30％）が地
元小売業者による買受

年度 漁獲量（ｔ）
地元販売量（ｔ） 地元流通率

（％）
増加率
（H33/H30）

品目
現在販売量
（ｔ）*1

計画販売量
（ｔ）*2

計画販売
単価

現在販売額
（千円）*1

計画販売額
（千円）*2

増加額
（千円）

定置網漁 429.37 572.49 410 176,041 234,721 58,680

刺し網・延縄 130.52 174.03 1,000 130,521 174,028 43,507

採貝藻 8.10 10.80 1,000 8,101 10,802 2,700

計 567.99 757.32 314,663 419,550 104,888

*1：平成26年度から28年度の合計値

　　なお地元販売量データは直近〔H25〕を使用しているため、3ヶ年（H26～28）ともに同じ値としている

*2：平成32年度から34年度の合計値

　なお計画販売単価及び計画販売量については施設オープン3年後（H34）としているが、開業から3ヶ年は同様の取り扱いがあるものと想定



第２評価指標の設定根拠

第３評価指標の設定根拠

　6次産業施設の整備に伴い、新たに雇用が創出されるものとして試算。（6次産業施設の組織体制〔案〕及び収支計画〔人件費の算定〕に基づく）

第３評価指標（必須） 　　　　　　　　　　　　　具体的数値目標の算出方法
具体的数値目標

雇用の創出 5人
6次産業施設の常勤雇用者数（推計値）：5人
現況：0人　→　計画：5人
雇用者数増加分：5人 － 0人 ＝ 5人

定住人口の増加 45人
高浜地区における転入人口
現状：402人　→　目標：447人
　　　447人　－　402人　＝　45人

第２評価指標（任意） 　　　　　　　　　　　　　具体的数値目標の算出方法具体的数値目標

現状（H26～28）
0人

計画（H32～34）
5人

※内訳

役員2名

※施設開業前
出典：福井県高浜漁港再整備基本計画、H28.7

6次産業施設の整備等に伴い、高浜地区
の転入割合が町内他地区よりも高くなる

ものとして試算。



（事業実施計画）

Ⅲ　活性化計画の目標及び事業活用活性化計画目標と交付対象事業の関連性

事業実施主体
事業メニュー

名
地区名 事業内容 事業規模等 実施期間

地域連携販売力
強化施設

高浜地区

農産物等直売所、
レストラン

外構工事〔駐車
場、建築周辺〕

建物部分1,493㎡
外構部分611㎡

H30～H34 217,500
外構事業費として別途15,800千円（交付要
望額7,900千円）が含まれる

全体事業費
（千円）

交付金要望額
（千円）

交付額
算定交付率

交付限度額
（千円）

備考
活性化計画の目標及び事業活用
活性化計画目標との関連性

農産物等直売所、レストランの整備により、
高浜漁港で水揚げされた水産物を当該施
設にて直売することにより、地域産物の増

加を見込む。

高浜町 643,721
224,350

うち建築216,485
0.5

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　合　　　　計



Ⅳ　他の施策との連携に関する事項 （事業実施計画）

事業メニュー名

【記入要領】

②連携する施策名には、実施要領第６に掲げる施策を記載すること。

③事業メニュー名欄には、実施要領の別表２の事業メニュー名を記載すること。

④地区名欄には、事業の実施地区名を記入すること。

⑤必要であれば適宜欄の拡大、行の追加をすること。

①交付対象となる事業のうち、実施要領第６に掲げる施策と連携して実施する事業にあっては、連携施策名、連携施策の内容及び交付対象事業との関連性を記載すること。

連携する施策名 地区名 連携する施策と交付対象事業の関連性等



Ⅴ　農山漁村振興交付金（農山漁村活性化整備対策）年度別事業実施計画　

離島振興
計画

輸出促進
条件整備

耕作放棄
地の解消
対策

地域再生
計画

定住自立
圏共生ﾋﾞ
ｼﾞｮﾝ

国土強靱
化施策

福祉、教育、観光
等と連携した地域
活性化に向けた

取組

女性の能力
の積極的な活
用に向けた取

組

事業別内容 内　訳 H29 福井県 180009 福井県高浜町 184811 1 1 高浜町 高浜地区

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

合計（Ｆ） 999

事業活用活性化計画目標等 1001

1002

1003

1004

1005

1006

①事業費計（＝（Ｆ）） 2001

②市町村等附帯事務費 2007

③県附帯事務費 2008

総合計（①＋②＋③） 1 2009

共同で計画作成を行う場合の内訳

○○町 事業費（ハード）

市町村等附帯事務費

××県 事業費（ハード）

都道府県附帯事務費

市町村等附帯事務費

計画
の
提出
年度

新規
・
変更
の
区別

新規
「１」
変更
「２」

都道府県 計画主体

連携施策
は「１」を記
載

連携施策
は「１」を記
載

半島
振興

離島
振興

豪雪
地帯

連携施策は｢
１｣を記載

急傾
斜地

計画期間
最終年度

奄美
群島

連携施策
は「１」を記
載

連携施策
は「１」を記
載

連携施策
は「１」を記
載

名称
コード
（地方公共
団体コード
番号（総務
省））

名称
コード
（地方公共
団体コード
番号（総務
省））

計画
番号

山村
振興

過疎
地域

特定
農山
村

整理
コード

市町村名 地区名

地域指定状況

連携施策
は「１」を記
載

他の施策との連携

該当する連携
施策の番号｢
１～６｣を全て
記載



円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 ％ 円 円

27
地域連携販売力

強化施設
1

農産物等直売所、レストラン
1,493㎡

外構工事〔駐車場143㎡、建
築周辺468㎡〕

H30 ～ H34 高浜町 643,721,000
448,700,000
うち建築

(432,970,000)

224,350,000
うち建築

（216,485,000）
0.5 217,500,000 実施設計１式 35,000,000 35,000,000 17,500,000 0 17,500,000 0

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

全　　体　　計　　画

事業メニュー名
要件
類別
番号

事業内容
及び
事業量

実施期間
事　業
メニュー
番　号

前　年　度　ま　で 本年度

交付金額

(千円未満切捨）

交付額
算　定
交付率
（Ｂ）

交付金額

(千円未満切捨）

県費
全体事業費

全体事業費

交付金額

(Ｄ)

交付限度額

(Ｃ)＝(Ａ)×(Ｂ)
(千円未満切捨）

事業実施主
体

交付対象事
業費

（Ａ）

事業内容
及び
事業量

単　年　度
交付限度額

(Ｃ)×(Ｅ)－(Ｄ)
(千円未満切捨）

消費税仕入
控除税額

交付対象事
業費

交付対象事
業費

市町村費 そ　の　他

年度末
進捗率

(Ｅ)

全体事業費



円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

35,000,000 35,000,000 17,500,000 608,721,000 413,700,000 206,850,000 608,721,000 413,700,000 206,850,000 0 0 0 0 0 0 0 0 0

備　　　考

全体事業費 交付金額 全体事業費全体事業費 交付金額

翌年度以降（予定）

交付金額 全体事業費 交付金額
交付対象事
業費

交付対象事
業費

交付対象事
業費

平成32年度 平成33年度 平成34年度

全体事業費
交付金額

翌年度以降の累計 平成31年度

交付金額

本年度までの累計

交付対象事
業費

全体事業費

交付対象事
業費

交付対象事
業費


